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序論 

AI技術の進展と雇用構造変化の背景 

近年、人工知能（Artificial Intelligence：AI）技術は、計算能力の向上、ビッグデータの蓄積、機械
学習および深層学習技術の発展を背景として、急速な進化を遂げている。これまで主に研究分

野や一部の先進的産業に限定されていたAIは、現在では製造業、金融、医療、教育、エンターテ
インメント産業など、社会のあらゆる分野に広く導入されるようになった。 

このようなAI技術の進展は、業務の効率化や生産性の向上をもたらす一方で、従来人間が担っ
てきた業務の自動化を促進し、雇用構造に大きな変化を生じさせている。特に、定型的かつ反復

的な業務はAIや自動化システムによって代替されやすく、これに伴い一部職種では雇用縮小や
レイオフが発生している。 

一方で、AIは雇用を単に減少させる存在ではなく、新たな職種や産業を生み出す要因ともなって
いる。AIの開発・運用・管理に関わる専門職に加え、AIを活用した新たなサービスや表現活動が
拡大することで、従来には存在しなかった雇用機会が創出されている。つまり、AIの影響は雇用
の「消失」と「創出」が同時に進行する、複合的な現象として捉える必要がある。 

また、AIによる雇用への影響は、国や地域の経済構造、労働市場制度、教育制度によって大きく
異なる。EU諸国では、労働者保護や職業再教育政策が比較的整備されているのに対し、アメリ
カでは市場原理を重視した柔軟な雇用環境のもとで、急速な雇用の増減が起こりやすい。一方、

日本では、終身雇用的慣行や少子高齢化による労働力不足を背景に、AIが人間の業務を補完
する形で導入される傾向が強い。 

このように、AI技術の進展は世界共通の潮流でありながら、その雇用への影響は一様ではな
い。本レポートでは、AIが雇用構造に与える影響を新規雇用率の変化およびレイオフの実態とい
う観点から整理し、EU各国、アメリカ、日本を比較することで、AI時代における雇用の課題と今後
の方向性を明らかにすることを目的とする。 

論点の補足 

AI技術の進展と雇用構造変化の背景 

近年、AI技術の急速な発展は産業構造のみならず雇用の在り方に大きな影響を与えている。国
際労働機関（ILO）の試算では、2025年までにAIは世界で約9700万件の新規雇用を生むとされ
ており、世界経済フォーラムの報告でも2030年までに現在の雇用総数の14%相当（約1億7000
万人）の新規雇用が創出される一方、8%相当（約9200万人）が失われると予測されている。これ
らを合わせると純増は約7%（約7800万人）と見込まれており、AI導入後の雇用変化は「雇用の
量」だけでなく必要なスキルや職務内容という「質」の変化が大きい点が示唆される。本レポート

では、このような背景を踏まえ、AI導入による新規雇用創出率とレイオフ（人員削減）の実態を
EU諸国、アメリカ、日本の三地域で比較分析し、各地域の特徴と課題を明らかにすることを目的
とする。 
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1.AIによる新規雇用創出の全体的傾向 
AI技術の導入は、既存業務の自動化を通じて労働力の削減を引き起こす側面が注目されがちで
あるが、同時に新たな雇用を創出する重要な要因ともなっている。近年では、AIの社会実装が進
むにつれ、従来の職業分類には存在しなかった新規職種や専門分野が各産業で生まれている。 

まず、AI技術そのものを支える分野において、新規雇用が拡大している。AIエンジニア、データサ
イエンティスト、機械学習モデルの運用・保守を担う人材などは、世界的に需要が高く、各国で新

規雇用率を押し上げる要因となっている。これらの職種は高度な専門知識を必要とするため、雇

用の中心は高付加価値型へと移行している点が特徴である。 

次に、AIを既存産業に応用する周辺領域においても雇用創出が進んでいる。AIは単独で価値を
生む技術ではなく、業務設計やサービス開発と結びつくことで効果を発揮する。そのため、AI導
入を企画・管理する人材や、人間とAIの役割分担を調整する職種、AIを活用した新規ビジネスを
設計するプロデューサー的役割が新たに求められている。これらの職種は、必ずしも高度なプロ

グラミング能力を前提としない点で、幅広い人材層に雇用機会を提供している。 

さらに、AIの発展はクリエイティブ産業における雇用構造にも影響を与えている。音楽、映像、デ
ザインなどの分野では、AIが制作支援ツールとして活用されることで、表現の幅が拡張され、新
たな創作活動やビジネスモデルが生まれている。その結果、従来の制作者に加え、AIを活用した
コンテンツ設計や演出を担う新たな職域が形成されつつある。 

このように、AIによる新規雇用創出の特徴は、雇用の「量」の増加よりも、「質」の変化に顕著に
表れている。単純作業を中心とした雇用は縮小する一方で、創造性、判断力、専門知識を必要と

する職種の比重が高まっている点が重要である。AIは人間の労働を全面的に代替する存在では
なく、人間の能力を補完・拡張する形で雇用構造を再編していると考えられる。 

 



2.EU各国における新規雇用率とレイオフの特徴 
EU諸国におけるAI導入の特徴は、技術革新と同時に労働者保護を重視する制度設計が進めら
れている点にある。AIによる生産性向上や業務効率化が推進される一方で、雇用への影響を緩
和するための社会的枠組みが整備されており、新規雇用創出とレイオフの実態は他地域とは異

なる様相を示している。 

まず、新規雇用率の観点から見ると、EUではAI関連産業およびデジタル分野を中心に一定の雇
用創出が確認されている。特に、環境技術、医療、公共サービスなど、社会的課題と結びついた

分野において、AIを活用した新たな職種が生まれている点が特徴的である。これらの分野では、
民間企業だけでなく公共部門においてもAI人材の需要が高まり、安定的な雇用創出につながっ
ている。 

一方、AI導入によるレイオフについては、EU諸国では比較的抑制される傾向が見られる。その
背景には、解雇規制の厳格さや労働組合の影響力の強さがある。企業がAI導入を理由に大規
模な人員削減を行う場合、社会的合意や法的手続きを必要とするため、短期間での急激なレイ

オフは起こりにくい構造となっている。 

また、EUの特徴として、職業再教育やリスキリング政策がAI導入と並行して進められている点が
挙げられる。AIによって業務内容が変化した労働者に対し、政府やEU機関が主導して再訓練プ
ログラムを提供することで、失業を防ぎつつ新規雇用分野への移行を促している。このような政

策は、AIによる雇用変化を「排除」ではなく「転換」として捉えるEUの基本姿勢を反映している。 

さらに、EU諸国では雇用の質の維持も重要視されている。AI関連の新規雇用は、短期的な成果
を求める不安定な雇用形態よりも、比較的安定した雇用契約のもとで創出される傾向がある。こ

れは、社会保障制度と労働市場が密接に結びついているEUならではの特徴であり、労働者の
生活安定を前提とした技術導入が進められていることを示している。 

以上のように、EU各国におけるAIと雇用の関係は、新規雇用創出とレイオフの双方を制度的に
管理する仕組みによって特徴づけられる。AI導入が不可避であるという前提のもと、社会保障制
度や職業訓練政策を通じて雇用の急激な変動を抑制し、持続的な労働移行を実現しようとする

点が、EU諸国の大きな特徴である。 

論点補足 

EUでは、AI導入と同時に労働者保護策や職業訓練が進められているのが特徴である。Eurostat
によれば、2025年のEU全体でAIを活用する企業は約20%であり、大企業では約55%、中堅企
業で約30%、小規模企業では約17%にとどまっている。 

一方、EUはデジタル技能育成に巨額の投資を行っており、欧州社会基金と回復力基金から合わ
せて約25億ユーロをデジタル・AI人材育成に充てている。 

こうした支援策の下でEUのAI普及が進んだ結果、欧州委員会の社会情勢モニターでも、2012～
2022年にEUでAI露出度が増加したものの雇用全体は増加傾向で推移し、AIはむしろ仕事を補
完していると報告されている。 

実際、EU域内の失業率は2025年に5.8%と安定的に低水準にあり、調査では6割以上の労働者
がAI・ロボット導入を肯定的に捉え、生産性向上への期待を示している。これらのデータから、EU



諸国では充実した社会保障や再教育制度を活用しつつAI導入を進め、新規雇用創出とレイオフ
抑制のバランスを取った雇用変化が実現されつつあると言える。 

 

 



3.アメリカにおけるAIと雇用のダイナミックな関係 
アメリカにおけるAIと雇用の関係は、新規雇用の急速な拡大と、大規模かつ短期間でのレイオフ
が同時に発生する点に特徴がある。この現象は、技術革新のスピードと市場原理を重視する雇

用環境が密接に結びついていることを示している。 

まず、新規雇用の側面に注目すると、アメリカはAI分野における雇用創出の中心的地域の一つ
である。IT企業やスタートアップを中心に、AIエンジニア、データ分析専門職、プロダクトマネー
ジャーなどの需要が高く、AI関連職種の新規雇用率は他地域と比較しても高い水準にある。特
に、民間企業主導で技術開発が進められる環境が、雇用創出のスピードを加速させている。 

一方で、アメリカではAI導入や経営戦略の転換を理由としたレイオフが頻繁に行われている。企
業は収益性や成長性を重視し、AIによる業務効率化が進むと、人員削減を迅速に実施する傾向
がある。このような雇用調整は、短期間で数千人規模に及ぶ場合もあり、労働者にとって雇用の

不安定性が高い点が特徴である。 

この背景には、アメリカの雇用制度が市場原理に強く依存していることがある。解雇規制が比較

的緩やかであり、企業が経営判断としてレイオフを行いやすい環境が整っているため、AI導入の
成果や影響が雇用に直接的に反映されやすい。その結果、AIによって新規雇用が急増する一方
で、技術や市場環境の変化に応じて雇用が急減するという、変動の大きい雇用構造が形成され

ている。 

また、アメリカでは個人のキャリア形成において、企業内の安定よりも市場全体での流動性が重

視される傾向がある。レイオフ後も、AI関連スキルを有する労働者は比較的短期間で再就職す
る可能性が高く、雇用の不安定さが必ずしも長期失業につながらない場合も多い。しかし一方

で、スキル格差によって再就職の難易度に大きな差が生じている点も課題として指摘されてい

る。 

以上のように、アメリカにおけるAIと雇用の関係は、高い新規雇用創出力と急激なレイオフが併
存する、極めてダイナミックな構造を持っている。この構造は、市場原理を優先する雇用環境の

もとでAI導入が進められていることの結果であり、安定性よりも柔軟性と競争力を重視するアメリ
カ型雇用モデルを象徴していると言える。 

 



4.日本におけるAI導入と雇用構造の変化 
日本におけるAI導入は、他の先進国と比較して雇用の「代替」よりも「補完」を重視する形で進め
られている点に特徴がある。その背景には、終身雇用的慣行や年功序列を基盤とする雇用文

化、さらには少子高齢化による慢性的な労働力不足が存在している。 

まず、新規雇用の側面を見ると、日本ではAI分野における専門職の需要は増加しているもの
の、その増加率はアメリカほど急激ではない。AIエンジニアやデータ分析人材の不足は指摘され
ているが、企業内部での人材育成や既存社員のスキル転換によって対応する傾向が強く、外部

からの大量採用による雇用拡大にはつながりにくい構造となっている。 

一方、レイオフの実態に関しては、日本ではAI導入を理由とした大規模な人員削減は比較的少
ない。解雇規制の厳格さや企業の社会的責任意識により、欧米諸国のような短期間での大量解

雇は起こりにくい。その代わりに、配置転換や業務内容の変更を通じて、AI導入の影響を吸収す
るケースが多く見られる。 

また、日本企業ではAIを人間の業務を代替する存在としてではなく、作業効率を高める補助的
ツールとして位置づける傾向が強い。製造業やサービス業では、AIによって単純作業を軽減し、
人間はより付加価値の高い業務や対人対応に集中する体制が模索されている。このような導入

姿勢は、雇用の急激な減少を抑制する一方で、業務内容の高度化を促す要因となっている。 

さらに、日本ではAI導入に伴う再教育やリスキリングが企業主導で行われるケースが多い点も
特徴的である。公的な再訓練制度は整備されつつあるものの、EU諸国ほど体系化されておら
ず、企業や個人の努力に依存する割合が高い。その結果、AI活用による雇用機会の拡大が限
定的になる可能性も指摘されている。 

以上のように、日本におけるAI導入と雇用構造の変化は、雇用の安定性を重視する文化的・制
度的背景のもとで進行している。新規雇用の創出やレイオフの発生は比較的緩やかである一

方、長期的には人材育成や制度整備の遅れが課題となる可能性がある。この点は、EUやアメリ
カとの比較を通じて、今後の日本の雇用政策や教育の在り方を考える上で重要な論点となる。 

 



5.EU・アメリカ・日本の比較分析 
AI導入が雇用に与える影響は、EU諸国、アメリカ、日本に共通する課題である一方、その現れ
方は各地域の制度、文化、経済構造によって大きく異なっている。本節では、新規雇用率の変化

およびレイオフの実態を軸に、三地域の特徴を比較分析する。 

まず、新規雇用創出の側面では、アメリカが最も高い成長率を示している。民間主導でAI技術の
実用化が進められ、スタートアップを中心に短期間で多くの新規雇用が生まれている点が特徴で

ある。一方、EU諸国では新規雇用は安定的に増加しているものの、そのペースは比較的緩やか
であり、公共部門や社会課題解決型分野での雇用創出が中心となっている。日本では、AI分野
における新規雇用は増加傾向にあるものの、企業内部での人材転換が重視されるため、外部か

ら見た雇用増加は限定的である。 

次に、レイオフの実態を比較すると、三地域の差はより顕著である。アメリカでは、AI導入や経営
判断に基づく大規模な人員削減が頻発し、雇用の変動幅が非常に大きい。これに対し、EU諸国
では解雇規制や労働者保護制度が整備されているため、AI導入を理由とした急激なレイオフは
比較的少ない。日本では、解雇規制と雇用慣行の影響により、AIによる直接的なレイオフは限定
的であり、配置転換や業務再設計によって対応するケースが主流である。 

また、雇用変化への対応策にも地域差が見られる。EU諸国では、AI導入と並行して公的な職業
訓練やリスキリング制度が整備されており、雇用の「移行」を社会全体で支える仕組みが構築さ

れている。アメリカでは、個人のスキルと市場競争力が重視され、再就職は比較的容易である一

方、スキル格差による不安定さも顕在化している。日本では、再教育の多くを企業が担っており、

制度的な支援は発展途上にある。 

以上の比較から、AIによる雇用変化は、技術そのものよりも、それを受け止める社会制度や文化
によって大きく左右されることが明らかとなる。アメリカ型は柔軟性と成長性に優れる一方で不安

定性を伴い、EU型は安定性と社会的包摂を重視するモデルである。日本はその中間に位置し、
雇用の安定を維持しつつも、新規雇用創出や人材流動性の点で課題を抱えていると言える。 

このような地域間の違いを踏まえることで、AI時代における雇用政策や人材育成の在り方につい
て、多角的な視点から考察することが可能となる。 

 



まとめ 

AI時代における雇用の課題と大学教育の役割 

本レポートでは、AI技術の進展が雇用に与える影響について、新規雇用率の変化およびレイオ
フの実態を軸に、EU諸国、アメリカ、日本を比較して考察してきた。その結果、AIによる雇用変化
は世界共通の現象である一方、その影響の現れ方は各国・地域の労働制度、社会保障、文化

的背景によって大きく異なることが明らかとなった。 

アメリカでは、市場原理を重視する雇用環境のもと、AI分野における新規雇用創出が急速に進
む一方で、短期間での大規模レイオフも発生している。EU諸国では、労働者保護や再教育制度
が整備され、AI導入による雇用変化を社会全体で緩和・調整する仕組みが機能している。日本
においては、雇用の安定性を重視する慣行のもと、AIは人間の業務を補完する形で導入される
傾向が強く、雇用変化は比較的緩やかであるが、人材育成や制度整備の遅れが課題として浮か

び上がっている。 

これらの比較から、AI時代における雇用の本質的な課題は、仕事の「消失」そのものではなく、仕
事の内容や求められる能力が大きく変化する点にあると言える。今後は、単純作業に依存しない

専門性や、創造性、柔軟な思考力を備えた人材の重要性が一層高まると考えられる。このような

状況を踏まえると、平成音楽大学を含む高等教育機関には、AI時代に対応した人材育成の役割
が強く求められる。音楽や芸術分野においても、AIは創作活動を代替する存在ではなく、新たな
表現や価値創出を支援する技術として位置づけられるべきである。そのため、専門的な表現力

に加え、AIを活用するための基礎的なリテラシーや、異分野と連携する力を育成する教育が重
要となる。 

結論として、AI時代の雇用変化に対応するためには、社会制度の整備と並行して、大学教育の
在り方を再考することが不可欠である。平成音楽大学においても、創造性と技術理解を両立させ

た教育を通じて、AIと共存しながら新たな価値を生み出す人材を育成することが、今後の重要な
使命であると言える。 
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